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近未来への招待状
～ナイスステップな研究者2010 からのメッセージ～

～アジア太平洋統合評価モデルを用いた
アジア各国とのシナリオ共同研究～
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「アジア太平洋統合評価モデル (AIM)の開発と

低炭素社会研究」のあゆみ
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低炭素社会研究

2009

COPサイドイベント（2005年～）

AIMトレーニングワークショップ（2002年～）

AIM開始

中国、インド、インドネシア、
韓国との共同研究開始

日本低炭素社会プロ
ジェクト開始

日英共同研究プロジェクト
（2006年度～2007年度）

アジア低炭素社会プロ
ジェクト（2009年度～
2013年度）

JST/JICA地球規模課題対応国

際科学技術協力事業（環境・エ
ネルギー分野）「アジア地域の低
点炭素社会シナリオの開発」
（2010年度～2015年度）

低炭素社会研究ネット
ワーク開始

タイ

マレーシア

ベトナム

COP3
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アジア低炭素社会シナリオの開発：
① 低炭素社会に向けた叙述シナリオの開発
② 低炭素社会ビジョンの定量化
③ バックキャスティングによる対策・政策の同定

政策パッケージ

低炭素社会バックキャスティング

アジアの多様性

持続可能な発展に繋がるアジア低炭素社会に向けた道筋は？



シナリオ／ロードマップで描写される要素

エネルギー生産・
消費施設・機器

社会インフラ

人的資本 制度

社会関係資本・
慣習・規範

国際貿易

国際政策

各国 国際

他の環境問題

社会インフラ

アジア各国が抱える諸問題
経済発展；資源・エネルギー確保；貧困解消；環境(公

害)改善

アジア各国の抱える諸問題の解決と低炭素社会を両立させる社会

取り組む課題の例
経済発展：低炭素社会へのリープフロッグ
エネルギー・土地：バイオマスの食料・エネルギー間の競合
物質：社会インフラの整備と低物質社会の実現
生活・習慣：アジアの多様性の特性
制度：低炭素化に向けた障壁とその解決
交通：低炭素都市を支える交通

現
状

課
題

将
来

将来像からのバックキャスティングと
その実現に向けたロードマップ

叙述シナリオによる記述と定量モデルによる評価
ロードマップによる対策の具体的な提示
上記についての人材育成とアジアからの発信
個別事例研究を踏まえた多様なアジアの表現

アジアの低炭素化に向けての問題は
お互いに関連している

アジアの低炭素化アジアの低炭素化
国際的
共通
課題



CCS・高効率化石燃料利用技術＋炭素隔離貯留（CCS）
・化石燃料による水素製造＋CCS

エネ効率改善
炭素強度改善

・電気自動車・燃料電池自動車等モータ駆動自動車の
普及

炭素強度改善

エネ効率改善・高効率ヒートポンプエアコン・給湯器・照明の普及
・燃料電池の開発・普及
・太陽光発電の普及

炭素強度改善・石油・石炭から天然ガスへ燃料転換

活動量*変化・高い経済成長率
・人口・世帯数の減少

社
会

炭素強度改善

サービス需要削
減

サービス需要削
減

エネ効率改善

要因分類

・原子力発電の維持
・夜間電力の有効利用、電力貯蔵の拡大
・水素の製造・輸送・貯蔵、利用に関するインフラの

設備

エ
ネ
供
給

・土地の高度利用、都市機能の集約
・旅客交通の公共交通機関（鉄道・バス・LRTなど）

へのモーダルシフトの促進交
通

・高断熱住宅・建築物の普及促進
・HEMS・BEMSによるエネルギー消費の最適制御

民
生

・生産機器のエネルギー効率の大幅改善産
業

CO2排出量に変化を及ぼす主な要因
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*活動量：エネルギーサービス需要を起因する社会・経済活動の指標。

2050年CO2排出量70%削減を実現する対策オプション

低炭素経済に向けた
シナリオ国際比較

IB1
IA2

Japan 2050 
scenario 

米：技術・温暖化ビジネス
市場でのおくれ？

欧州：国家戦略として検討
日本：長期戦略確立の要

途上国：今からの誘導が有効
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Shuzo Nishioka, Junichi Fujino; 
NIES COP11 and COP/MOP1 side event
Global Challenges Toward 
Low-Carbon Economy (LCE), Dec.3, 2005

低炭素社会に向けた
削減目標 0.5-0.8t/人

アジアの
低炭素発
展は可能

か？

低炭素社会低炭素社会
シナリオ研究シナリオ研究
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温度上昇を
2℃以下に
抑えるには

世界全体の
温室効果ガス

排出量を
2050年までに
半減させる
必要がある

先進国
である
日本は
60-80％

2050年までに

日本大幅削減
（60－80％）は

可能。道筋は？



2050年低炭素社会の描写例
ビジョンA: 活力社会 ビジョン B: ゆとり社会

都市型/個人を大事に 分散型/コミュニティ重視

集中生産・リサイクル
技術によるブレイクスルー

地産地消、必要な分の生産・消費
もったいない

より便利で快適な社会を目指す 社会・文化的価値を尊ぶ

GDP一人当たり２％成長 GDP1人当たり１％成長

絵：今川朱美

人々の考え方、人口、国土・都市、生活・家庭、経済・産業
に関する叙述的なシナリオを開発している



AIMモデルから見た

世界半減シナリオとアジアの排出量

どこまで温室効果ガス排出量を下げなけ
ればいけないのか？
どうすれば下げれるのか？

世界の排出量

アジアの排出量



http://2050.nies.go.jp/LCS

アジア低炭素社会シナリオ研究の取り組み

中心的
研究メンバー

LCSシナリオの開
発と実装

モデル／ツールの開
発・改良

各国の研究機関
／研究者政策決定者

中央政府/
地方政府

政策担当者
開発担当者

NGOs

LCSシナリオおよびロードマッ
プの共同開発

より現実に即したロードマップ
開発のための助言と実装



シンガポール

実装に向けたSATREPSプロジェクトへ

マレーシア・イスカンダール地区のシナリオ開発



低炭素都市: 持続可能なイスカンダール（マレーシア）
イスカンダールにおいて持続可能な低炭素社会の
実現をめざす。
地域や国の政策決定者を含めた関係者間で、低炭
素社会実現のためには、早急に、確固たる行動をと
り、堅実な成長を実現する

低炭素社会シナリオの開発と実現に向けた取り組みの紹介

低炭素政策パッケージ

民生＆商業

運輸および土地利用 産業

建物認証制度
税率の見直し
省エネビルへ
の低炭素貸付

電気製品への
環境基準
ラベリング
環境教育
グリｰﾝ購入

太陽光発電の
補助

省エネ機器へ
の補助金
技術移転の推
進
低率融資

車の環境性能
車の税率
バイオ燃料

都市計画
交通計画
建物、土地へ
の税率の変更
公共交通

高効率機器、建物の導入イ
ンセンティブ

都市計画と交通モーﾄﾞ

温室効果ガスの削減

エネルギー効
率改善

CO2強度改善 交通重要制御



アーメダバード (2009) 
人口： 5.5 百万人

Analysis with AIM/EXSS Model

需要側対策

供給側対策

従来型対策

２℃目標＋持続可能性2OC Stabilization with Sustainability

交通部門から
のCO２排出量 =

持続可能性を考慮した２℃安定化シナリオ

トリップ
長

モーダル
シェア

平均
距離

エネルギー
強度

排出強度

バストラン
ジット/地
下鉄

土地利用
モーダルシ
フト

再生可能エネ
ルギー

情報技術

太陽光 石炭＋CCS

アーメダバードの通り（2009）新しいバスシステム

アーメダバード市を対象とした都市計画: 
気候変動対策と共便益



AIMモデルを用いた低炭素社会シナリオのシミュレーションと

持続可能な低炭素社会実現のための政策分析

Asia LCS scenarios and actions:
アジア低炭素社会シナリオと行動計画:

How to achieve sustainable lowHow to achieve sustainable low‐‐carbon societycarbon society
持続可能な低炭素社会の実現に向けて

低炭素社会人材育成ワークショップ
Low‐carbon society model capacity building workshop

主催：TGO, SIIT‐TU, JGSEE, NIES
2010年11月9日 （於）Pullman King Power Hotel, Bangkok



貨物輸送：23,118 kt-CO2

温室効果ガス排出量

産業： 79,98 kt-CO2

家庭： 10,950 kt-CO2
商業： 18,734 kt-CO2

発電： 91,615 kg-CO2

旅客輸送：15,159 kt-CO2

324,170

563,730

185,983

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量
/削

減
量

(k
g-

C
O

2)

タイにおいて2030年に推計される温室効果ガス排出量/削減量

家電製品
エネルギー効率改

善（％）

2030年における普

及率（％）

産業：モーター 10 100

家庭：冷蔵庫 30 100

家庭：照明 30 100

予想されるエネルギー効率改善



第２回年会
参加者８８名、５７機関
２３カ国、国際機関 ２

第１回年会
参加者５６名、

１７カ国
国際機関 ２

研究者会合

アジアでのトレーニングワーク
ショップ、研究集会： タイ、ベトナ
ム、マレーシア、カンボジア、インド
などで開催。モデルの移転を図る

低炭素社会研究ネットワーク
(LCS‐RNet）

サイエンスの成果を政策決定へ

イギリス：エネル
ギー＆気候変動部
UKエネルギー研究

センター

ADEME,CIRED

フランス：エコロジー、エ
ネルギー、持続的発展

＆海洋省

ドイツ：環境省
Wuppatal 研究所

インド：環境
＆森林省

IIM アーメダ
バド

イタリア：環境、
土地＆海洋省
ENEA, CMCC日本：環境省

国立環境研究所

韓国：環境省
国立環境研究所

G8環境大臣会合から報告を要請。
現在7 ヶ国、15研究機関が参加 。
2011年にはG8/G20 へ。議長国で

あるフランスの支援。
ネットワークを活用した研究の推

進により低炭素社会実現への道を
探る。

G8環境大臣会合から報告を要請。
現在7 ヶ国、15研究機関が参加 。
2011年にはG8/G20 へ。議長国で

あるフランスの支援。
ネットワークを活用した研究の推

進により低炭素社会実現への道を
探る。

ベルリン（2010）

ボローニア（2009）

トリエステ（2009）



中国中国
アメリカアメリカ

日本日本

タイタイ
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日英LCS共同研究で

世界各国に低炭素
社会構築を呼びかけ

低炭素社会に向けた国際協力の推進低炭素社会に向けた国際協力の推進

英国英国

インドインド

2008年G8日本

に向けて科学的
知見集約

2009年イタリアG8
環境大臣会合のハ
イレベルフォーラム
で低炭素社会研究
ネットワークが発足・COP11-16サイドイ

ベントで低炭素社会
のよびかけ

・UNFCCC
SBSTAサイドイベ

ントで削減ポテン
シャルの国際比較

低炭素社会
に向けた国づ
くり

・AIM国際ワークショッ

プでモデル開発推進

AIMトレーニン

グワークショッ
プ、将来枠組
みに関する国
際ワークショッ
プ開催などに
よるネットワー
ク形成と人材
育成

アジア等と低炭
素社会共同研究

2011年6月

2011年2月

（2006-2008）



ご清聴ありがとうございました。


